チャランケ通信　第162号　2017年2月6日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

2月4日は「立春」、暦の上では春に向かうことになるのだが、北国は依然として厳しい寒さが続く。地球温暖化とはどこの事なのか、と思ったりしていたら、なんと北極海の氷が少なくなり、その影響によって寒気団の日本列島への接近が多くみられるようになったとの報道もあり、やや納得した。
トランプ大統領のイスラム圏7カ国からの入国禁止措置、司法から差し止めへ
それにしても、トランプ大統領の繰り出す大統領令の数々、実に多くの問題をもたらしている。そうした中で、先週のイスラム圏を中心にした7か国からのアメリカへの渡航者を一時入国禁止する措置には驚いた。直ぐにワシントン州をはじめとする多くの州が連邦裁判所に提訴し、ワシントン州の連邦地裁は3日、入国制限の即時差し止めを命じる仮処分を下した。もっとも、ボストンの連邦地裁は大統領を支持する判断を示したようだ。そのご、大統領側からの控訴もあったようだが、却下されたとの報道が飛び込んできた。
まだかなり多くの提訴が進められており、法廷闘争は長引きそうだ。報道によれば、トランプ大統領は4日朝ツイッターで、「もし国家が安全保障のために誰が出入国でき、誰ができないかを決められなければ、大混乱に陥る!」「この判事とやらの、法執行を国から奪う意見は、バカげていてそのうちひっくり返されるだろう!」と書き込んだとのことだ。あまりにも酷い大統領のとった措置に対して、世界各国はもとよりアメリカ国内からも多くの批判が噴出し、違憲訴訟なども出るなど、長期戦の様相が濃くなっているようだ。
10日からの日米首脳会談、安倍総理はトランプ大統領に毅然として対応できるのか
それにしても、わが安倍総理は10日からの日米首脳会談を意識してのことだろう、国会の予算委員会での野党側のトランプ大統領の入国禁止措置に対する質問には、一切答えようとしていない。はたして、10日の首脳会談でトランプ側からの厳しい「攻勢(?)」に、きちんと対応して行けるのかどうか、まことに独立国としての鼎の軽重が問われてよう。

と同時に、感心するのはアメリカ司法の毅然とした対応である。日本の裁判所は、憲法に触れるような問題に関して、政府の執った判断に「統治行為論」なるものを持ち出し、司法としての判断を放棄する事が多く、三権分立の原則が極めて弱くなっている。民主主義制度のガバナンスを考える時、まことに、その差は歴然としている。

トランプ大統領批判、スティグリッツ教授の毅然とした批判のコメントが印象的
トランプ政権に対する最近の専門家のコメントの中で、一番光っていたと思ったのが、ノーベル賞受賞した経済学者であるスティグリッツ米コロンビア大学教授である。1月30日付の日本経済新聞の「トランプ政権、庶民に打撃」と題する談話記事によれば、いろいろと懸念があるが、経済運営の面で「いちばん深い問題は、彼が法の支配というものを真に理解しているように見えないことだ」と実に厳しい。特定の企業を名指しして脅したり、「市場経済のあるべき姿や原則」を傷つけていると批判する。
個別の政策で言えば、「保護主義的な通商政策が最も大きな懸念材料」で、「グローバルな部品や素材の供給網が構築されていることを認識しているようには見えない」と批判している。2国間の貿易赤字を減らそうとしているが、それは「市場経済が歪め」ることになり、一方的な措置の発動はWTOで禁止されていると指摘する。要するに、アメリカは超大国として世界を色々と指図できると考えているようだが、多極化時代の今日それは成功しないだけでなく、国際経済から安全保障まで世界的秩序をぐらつかせると厳しく批判する。
北欧型の安全網の確立に向け、富裕層優遇の減税を批判し再分配政策の強化を

スティグリッツ教授は、必要なことは「米国の人々の暮らしを守ること」であり、北欧諸国のように、経済・社会を開放しつつ、手厚い安全網を構築する事が重要だとのべ、技術革新によって雇用が失われる懸念に積極的に対応すべきだし、環境税の導入や所得税の累進化などで財源を調達しながら、教育などへの投資を増やしたり介護分野などでの雇用を創出すべきと指摘する。トランプが進めようとしている所得税の減税など、最高税率を下げることによって格差が拡大するし、巨額の減税は財政赤字を拡大させ、金利上昇による住宅ローンの増加などに結びつくわけで、庶民の暮らしの向上にはならないと批判している。
正に、その通りだと思う。グローバル化には厳しい目を向けるスティグリッツ教授であるが、トランプ流のアメリカ第一主義とは一線を画されているわけで、保護主義というやり方ではアメリカにとっても他の国にとっても問題を解決できない事は言うまでもあるまい。
自由貿易の弊害を分配政策で是正すべきと主張、日本のエコノミスト河野龍太郎氏の警告に注目
自由貿易の問題を考える時、かつてリカードが「比較優位の法則」を掲げ、重商主義を批判し自由貿易こそが国の経済厚生向上をもたらす、と主張したのが今から200年前の1817年のことであった。問題は、この比較優位の法則が国民からなかなか理解されないのは、自由貿易のメリットを享受できるグループはその通りなのだが、被害をこうむる集団への対応策がないことにも影響されていたのではないか、と指摘するのはBNPパリバのチーフエコノミストである河野龍太郎氏である(BNP PARIBAS「Weekly Economic Report2017年1月27日第699号」参照)。つまり、自由貿易問題は分配の問題に直結していたのだ。河野氏は、当時イギリスが自由貿易によって高い関税の穀物条例を廃止することによって、打撃を受ける地主階級と利益を受ける産業資本階級が対立し、リカードは産業資本階級の陣営にいたためにそうした言及を避けたのではないか、と述べておられる。
河野氏は、「結局のところ貿易問題の本質は、国内の所得配分の問題」でもある点を指摘される。自由貿易で被害を受ける低いスキルしか持たない労働者に対して、自由貿易からメリットを受ける高いスキルを持った労働者から負担(再分配)を求め、さまざまな格差縮小に向けた施策や労働者のスキルアップに向けた職業訓練の強化などが必要になる。これまで、そうした政策を展開してこなかったアメリカの格差社会こそ、改革すべき事の重要性を指摘されており、先に述べたスティグリッツ教授の問題指摘と共通している。

日本は、円安と金利高による財政破綻の道が待っていると厳しく指摘する河野氏
他方この河野論文は、日本のアベノミクスが進めてきた金融政策が、アメリカ側から円安政策を取っているという批判を受ける危険性も指摘している。河野氏は、それがリスクプレミアムとして、それほど顕著ではないにしても、若干ではあるものの円高方向に振れ始めていると指摘し、膨大な財政赤字を抱える日本にとってはリスクプレミアムによって円安になることの危険性を指摘されている。つまり、日銀の金融緩和政策によって金利を抑圧しているわけで、円安によるインフレを避けようとして金利を引き上げれば利払い費が一段と膨らみ、更にリスクプレミアムが高まる悪循環に陥ることの危険性を指摘されている。つまり、リスクプレミアムの上昇が円高に繋がっている間に、財政健全化に着手しなければ、本当に手のつけられない状況に陥ることを警告されている。財政問題は、それほど時間は残されていないのだ。
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